






行われていない（2）。伝統的な、《societas delinquere non potest》の法諺は、団
体は犯罪を行い得ないことを表しているのである。
このような伝統的解釈の下で、イタリアの法制度は、犯罪による刑事責任
ないし処罰の承認ではなく、「犯罪に基づく行政的不法行為（ i l l e c i t i
amministrativi dipendenti da reato）」という概念を採用し、行為者の犯罪行為か
ら招来された企業の「行政的責任」を、刑事手続によって問疑するという、
比較法的にも興味深い法制度を採用するに至った（3）。そこで、本稿では、企


























































れ、常に金銭制裁として、100 以上 1000 以下の単位に応じて適用される。１






























か、又は特に大きな損害がもたらされた場合は、200 単位から 600 単位の金
銭制裁が適用される。さらに、25 条は、汚職および賄賂要求罪の遂行に関し
て、各事案に応じて金銭制裁の額を様々に変えている。加えて、2001 年 11
月 23 日 409 号法（いわゆるユーロ法）において改正された 2001 年９月 25
日 350 号法は、25 条の２を導入させ、公共信用に対するいくつかの事案（通
貨偽造、公共クレジットカード及び収入印紙偽造）について、企業責任を招
来する犯罪の数を拡大した。







めに、1999 年 12 月９日ニューヨーク条約の批准による 2003 年１月 14 日７
号法の対応措置として、25 条の４が挿入され、重軽罪の遂行に関連する団体
責任が規定されている。これらは、テロリズム又は民主主義秩序を破壊する
目的を持つ犯罪であり、刑法および特別法である 2003 年８月 11 日 228 号法
（人身売買に対する措置を規定する）に定められるものであるが、これは 25
条の４の導入を通じて、（とりわけ、刑法 600 条、601 条、602 条の事案に対
して、同様の法的対応によって「再表現された」）個別人格に対する重軽罪
の遂行に関する責任について規定したものである。
また、最近では、1998 年２月 24 日 58 号統合法第５編第１章の２第２節に
規定された内部情報濫用と市場操作の犯罪に関連して、2005 年４月 18 日 62
号法により、25 条の６が導入された。さらに、刑法 583 条の２に規定される
重軽罪の遂行に関連し、2006 年１月９日７号法により、女性性器切除宗礼が
制裁化された（25 条の４の１）。その上注目を引くのは、企業の行政的責任
を生み出すさらなる拡大（とりわけ刑法 648 条、648 条の２、648 条の３に
規定される犯罪）が、2006 年１月 25 日 29 号法（いわゆる 2005 年共同体法）
によって、政府に委任されたことである。企業の行政的責任の拡大は、2006
年２月６日 38 号法（旧 600 条の４の１における、未成年者ポルノグラフィ
ーおよびバーチャルポルノグラフィ媒体の所持における重軽罪）、さらには、




ける重軽罪（2007 年 11 月 21 日 231 号法）の遂行に関して、サイバー犯罪に
関するブタペスト条約の批准をもたらした 2008 年３月 18 日 48 号法の作用
による、刑法 491 条の２、615 条の 3-5、617 条の４、617 条の５、635 条の
187－イタリア刑法における企業犯罪の法的規制（吉中）
－ 48－
2-5、640 条の５に規定される重軽罪、さらには、2008 年４月９日 81 号法
（既に 2007 年８月３日 123 号法によって挿入されていたが、後に 231 号法に
よって取って代わられた）における、職場の健康と安全の保護に関する法規
範の違反に伴う、重大または重篤な過失致死および傷害の重軽罪、である。
その後、いわゆる「安全の小箱（pacchetto sicurezza）」（2009 年７月 15 日




容易にする目的で行われた重軽罪、さらには、1990 年 10 月９日 309 号イタ
リア共和国大統領令 74 条に規定される重軽罪、もそうである。さらに、
2009 年７月 23 日 99 号法により、詐欺犯罪に関する 25 条の２が改正され、
刑法 473 条および 474 条に規定される事案が包含されることとなった。加え
て、25 条の２の１（刑法 513 条、513 条の２、514 条、515 条、516 条、517
条、517 条の３、および 517 条の４に規定される産業および商業に対する重
軽罪に関するもの）および著作権法違反の媒体におけるいくつかの重軽罪に
関する 25 条の８が挿入された。
最後に、2009 年８月３日 116 号法の作用によって、刑法 377 条の２（司法
当局に対する判決の不宣告、又は虚偽判決の宣告を誘導すること）における
重軽罪の遂行に関しても行政的責任を現出させることが整備された。
このように、2001 年の 231 号法成立以降、企業の行政的責任を招来する犯
罪カタログの拡大化傾向が看取される。

























































































































































































































目的とする重軽罪（25 条の４）、女性性器切除宗礼（25 条の 4-1）、更には、

























































（４） D. LGS. 8 GIUGNO 2001, N. 231 Disciplina della responsabilità amministrativa delle
persone giuriciche, delle società e delle associazioni anche prive di personalità, a norma
dell'articolo 11 della legge 29 settembre 2000, n. 300.「2000 年９月 29 日法〔300 号〕11 条
による、法人、会社、社団及び法人格なき社団の行政責任に関する法令」であり、












（９） Id., pp. 62-63.
（10） 但し、後述するように、企業責任は自律性を有しており、行為者不明の場合等も企
業責任は肯定され得る。











































（14） R. Petrucci, R. Pezzano et al., op. cit., p. 63.
（15） G. Marinucci, E. Dolcini, Manuale di Diritto Penale, Giuffrè, cit., pp. 127-129., 2006.
（16） Ibid.
（17） 第 27 条
（13） 第２． 被告人は終局的な有罪宣告があるまでは有罪とみなされない。















（22） 第 37 条　追行不可能性
（22） 訴訟条件の欠缺によって犯罪行為者に対して刑事訴追が開始できないか又は追行で
きない場合は、企業における行政的不法行為の立証は行われない。








































（28） 1997 年 12 月２日破棄院刑事部判決（Crim. 2 décembre 1997, JCP 1998-2, 10023）。
〔付記〕本稿は、2010 年 10 月２日に、早稲田大学で行われた、グローバル COE《企業法制と法創造》 4-1 第 11
回研究会において行った報告に加除訂正等を加えて再構成したものである。
